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第五部　特別企画　在外日本人学校における課題

「日本人学校における障害のある子どもへの対応」に関する調査

後 上 鐵 夫 ・ 小 林 倫 代 ・ 小 澤 至 賢 ・ 大 柴 文 枝 ・ 滝　坂　信　一
　　　　　　　　　　　　 （教育相談部） 　　　　　　　　　　　　　　　　 （東京農業大学）　

Ⅰ．研究の趣旨と目的

　本研究は，外国に在住する障害のある日本人子弟に対

し，教育相談支援を行う体制を構築することを目的として

いる。これまでも，海外出張等によって在外生活をするこ

ととなった家庭もしくは在外から帰国する家庭に対して，

公立の教育相談施設や民間の海外子女教育財団等によっ

て，子弟の教育に関する相談が行われてきた。しかし，障

害のある子どもについては，これらの機関に専門的な相談

の窓口がなく，対応に苦慮しているのが現状である。しか

も，近年は特別支援教育についての理解が広がる中，障害

のある子どもについての海外生活や帰国にあたっての移行

に関する相談が増えてきている。そこで，本調査では，海

外に在留する日本人の子どもに国内の小・中学校と同等の

教育を行っている日本人学校を対象として，特別支援教育

に関する要望や求められている情報内容等を調査する。こ

の調査結果に基づいて当研究所内に，在外邦人等への教育

相談支援体制を構築し，国内および海外の主だった機関と

のネットワークを形成しようとするものである。

　海外在住の障害のある子どもについては，特定の日本人

学校等に在籍する事例についての報告はあるものの，これ

まで組織的に調査されたものは見あたらない。今回の「日

本人学校における障害のある児童生徒への対応」に関する

調査は海外在住の障害のある子どもの教育的ニーズを中心

とした実態に関する初めての調査となる。この結果は，今

後，海外への移住や帰国予定のある障害のある子どもや保

護者にとって，今後の生活を考えていく上で貴重な情報と

なることが予想される。また，これによって構築する予定

の相談支援体制やネットワークは，これらの人々に対する

有用なサービスを提供できるものになると考える。このよ

うな在外邦人等へのサービスは，我が国の特別支援教育に

関するナショナルセンターである国立特殊教育総合研究

所・教育相談センターが，その役割を担うべき業務である

と考えている。

Ⅱ．調査の方法

　「日本人学校における障害のある児童生徒への対応に関

する調査」（資料１参照）を全日本人学校84校にインター

ネットを通じてメール添付により送付し，メールの返信に

より回答を求めた。

　調査の実施期間は，2005年２～４月の間であった。

Ⅲ．調査の結果

　回答は77校からあり，回収率は，91.7%であった。

１．日本人学校に在籍している障害のある児童生徒の実態
と校内の対応について
　障害のある児童の在籍状況について「在籍している」「在

籍していた」「現在在籍していて，過去にも在籍していた」

「在籍していない」の選択肢から回答を求めた。表１に示

すように，障害のある子どもが在籍している学校は27校

であり，回答のあった日本人学校の約３割にあたる。

　表１　障害のある児童生徒の在籍状況� � � � � � � � � ��� ���������������
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　現在在籍している障害種で最も多かったのはLD・

ADHD・高機能自閉症の16名，次いで情緒障害14名，知

的障害の12名であった（図１参照）。

　障害のある児童生徒が在籍している27校に対して校内

の支援体制として８項目をあげ，その中から，実施してい

る内容の選択を求めた。多く行っているものは「抽出によ

る個別や小集団による指導の実施」と「教職員加配」で

18校，「校内検討委員会の設置」で15校であった（図２参

照）。なお，「特殊学級の設置」は13校であった。特殊学

級の設置があると回答した学校は資料２に示している。

２．障害のある子どもの日本人学校への入学に関する問い
合わせや相談の依頼について
　障害のある子どもの入学や転学についての問い合わせや

相談がある学校が39校であり，約半数の学校で障害のあ

る子どもの入学・転学に関する問い合わせや相談を受けて

いた。また，この問い合わせや相談の窓口は，39校中33

校で管理職の対応であった。
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図１　障害種別　在籍人数
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図２　校内支援体制について

図３　障害のある子どもの入学に関する問い合わせや相談
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　相談の具体的な内容について自由記述で回答を求めたと

ころ，39校より回答（複数回答）があった。その内容を

分類してみると，以下のように大別することが出来た。

⑴　障害のある子どもの就学について

　障害のある子どもの就学についての相談を受けている学

校が30校であった。この中には，重度重複障害児の受け

入れ希望（３校）や中学部での受け入れ希望（１校），通

常学級で指導してもらえないか（１校），が含まれている。

⑵　校内体制や指導方法等について

　校内体制や指導方法等についての相談や問い合わせは

15校で受けていた。その内容を概括してみると，校内体

制について（５校），個別支援の有無（５校），通学方法（１

校），受益者負担について（２校）等であった。

⑶　地域リソースの有無と活用について

　地域リソースがどこにあり，どのように活用できるのか

についての相談を３校で受けていた。

⑷　帰国後の支援方法について

　帰国後の支援方法についての相談は２校であった。帰国

後の就学相談の場や地域の学校の情報提供を求めている内

容であった。

⑸　その他

　他の日本人学校からの相談を受けた学校が２校あった。

その内容は，障害のある子どもの受け入れ状況や指導方法

についての問い合わせや，特別支援教室を立ち上げる際の

必要な働きかけについてであった。

　

　このように，日本人学校に寄せられる相談内容は多岐に

わたっているだけでなく，特別支援教育を求める保護者の

増加や関心の多さが伺われる。さらに，特別支援教育への

関心が高まっており，先進校からの情報を得ようとする動

きが少数ではあるが，みられている。今後，こうした動き

はさらに高まっていくのではないかと考えられる。

３．在外邦人からの相談依頼について
　在外邦人の日本人家庭から障害のある子どもの教育や養

育について相談依頼があると回答したのは19校であった。

（図４参照）
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図４　在外邦人からの相談依頼

　相談を受けている学校について，９項目の対応内容を示

し，該当するもの全てを選択するよう回答を求めた。（図

５参照）相談を受けている19校は，「必要に応じ来校や電

話等による相談に応じる」ことで対応している学校が最も

多く14校であった。
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４．連携や協力機関について
　障害のある子どもへの対応について，連携や協力機関の

有無について回答を求めた。連携や協力機関がある学校は

17校であり，56校の学校では「ない」という回答であっ

た。（図６参照）
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図６　連携や協力機関の有無
　
　現地での連携や協力機関としては，地元の養護学校や教

育相談機関，JOMF（財団法人海外邦人医療基金）の医療

派遣の医師，日本人会等であった。日本国内の機関との連

携先としては，児童生徒が日本で通っていた機関と個別に

連絡をとっている回答がほとんどであった。

　

５．日本人学校における障害のある子どもの受け入れ体制について
　障害のある子どもの入学希望に対して，今後，受け入れ

る体制を整備していくことが求められるようになると考え

ますかと言う質問に対して，「求められるようになる」と回

答した学校は59校あり，全体の76％であった。（図７参照）
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　日本人学校に障害のある子どもを受け入れる場合，どの

ような条件整備を行っていくことが必要であるか，主なも

のを３つまで記載するよう回答を求めた。

　それぞれの回答には，複数の内容が含まれ，３つにとど

まっていなかったことを付記し，それらも含めた回答を以

下のように整理した。

⑴　人的整備

　必要な条件整備として一番多くあげられたのが「人的整

備」である。この回答を記載した学校は76校で，ほぼ全

ての学校で必要と考えている条件整備である。これから特

別支援教育を整備するに際して必要な条件が人的整備とい

うのは当然といえば当然ではあるが，限られたマンパワー

の活用についての対策をより具体的に検討し，その上での

人的整備の検討が今後各校において取り組むべき課題と

なっていくと考えられる。

　その人的整備の内容をみると，「特別支援教育について

造詣ある専門的知識を有した教員が必要である」「加配教

員（補助教員）が必要である」に集約出来るが，養護教諭

を求める学校が３校あった。このことは，今後医療との連

携を考えての事であるのか，不登校等の児童生徒への対策

を意識しているのか，詳細な検討が必要であろう。　

　また，一方で「現地施設と連携をするための通訳者の配

置」とか「ボランティアの活用」「日本から巡回指導して

くれる専門家の派遣」等特別支援教育を深化するための具

体的な対策を記載している学校もあり，日本人学校におい

ても特別支援教育が動き出してきたと考えられる。

⑵　施設設備の整備

　二番目に多かったものは，「施設設備の整備」である。

48校が回答した。特に施設のバリアフリー化を上げた学

校が13校あった。運動障害等のある子どもへの具体的な

対策の一つと考えることもできる。また，障害児を指導し

ていく大型教具や遊具の設置を上げた学校もあった。

⑶　指導に関する仕組みの整備

　「校内システムの構築」や「指導計画の作成が必要」と

回答した学校がそれぞれ19校あった。この中には，「指導

法や関係指導手引き書等の充実」を記した学校もあった。

⑷　保護者への理解

　「保護者への理解」を挙げている学校が15校あった。こ

れには，当該児童の保護者への学校運営や指導方針等への

理解を求めていく必要があるということと，他の保護者へ

の障害児教育への理解を求める必要があるという両方の意

味があると思われる。

⑸　専門性の保障に関する整備

　「職員の研修や理解が必要」「現地専門機関や専門家との

連携」「財政的支援」に関して，それぞれ13校ずつ回答が

あった。特に，「現地専門機関や専門家との連携」につい
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ては，国情や言語等の問題もあり，さらに詳細に検討する

ことが必要であろう。

⑹　その他

　上記以外には，「日本の専門家とのネットワークの形成

や帰国後の専門機関等との連携」（７校），「運営委員会や

理事会，日本人会への啓発と協議」（５校），「近隣在外教

育施設とのネットワークが必要」（３校），「教育相談体制

整備が必要」（２校），「障害児の受け入れ基準の整備」（１

校）があった。

６．本研究所に対する支援ニーズ
　本研究所への期待やニーズについて，自由記述で回答を

求めた。本研究所に対する支援ニーズがある学校は28校

であり，全体の36％であった。（図８参照）
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図８　本研究所に対するニーズ

　記述内容を整理し，書かれた数の多い順に記載すると以

下のようになる。

　最も多いニーズは，「具体的な子どもの相談や実態把握，

指導等教育の進め方に関する個別支援」に対するニーズで

あり10校から寄せられた。

　「障害に関する様々な情報や資料の提供」が次いで多く，

７校から寄せられた。

　「専門家の派遣による巡回指導をしてほしい」というニー

ズが５校から寄せられた。

　「指導計画作成への支援がほしい」「保護者への支援をお

願いしたい」「校内体制づくりへのアドバイスがほしい」

「子どものアセスメント方法について助言がほしい」「他

の日本人学校の実践やネットワーク構築に支援がほしい」

「障害児の具体的な指導法や教材・教具について指導助言

してほしい」というニーズがそれぞれ３校から寄せられ

た。

　また，「教員の研修を受け入れてほしい」「派遣される教

員に対して特別支援教育に関する研修をしておいてほし

い」という要望もあった

　このような研究所に対するニーズをどのように実現して

いくかは，様々な取り組みを行っている日本人学校の実地

調査を行う中から，さらに検討していきたい。

７．障害に関する内容とは別に，学校生活において個別的
な配慮や対応が必要な子どもについて
　障害に関する内容とは別に，学校生活において個別的な

配慮や対応が必要とする子どもについて課題の有無につ

いて回答を求めた。課題があると回答した学校は39校で

あった。（図９参照）
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　この課題の多くは，日本語の習得及び学力に関するもの

であった。その他には，医師やスクールカウンセラーとの

連携に関する課題やインターナショナルスクールからの編

入で教育課程の違いによる問題等が挙げられていた。

Ⅳ．まとめ

　回答のあった日本人学校の約３割（27校）に障害児が

在籍しており，その学校の対応としては，特殊学級を設置

している学校が約５割（13校），それ以外の学校では，抽

出による指導や教員の加配という配慮を行っていた。

　また，障害のある子どもの入学や転学についての問い

合わせや相談は，全体の約５割（39校）の学校で受けて

いた。この問い合わせや相談の窓口は，８割以上（33校）

が管理職であった。今後，障害児の受け入れる体制を整備

していくことが求められるようになると考えている学校が

全体の７割以上（59校）あった。

　このように特別支援教育に対する関心は，徐々に広がっ

てきており，障害児に対する指導内容・方法の情報が得に



－42－

くいことや専門機関との連携がとりにくいこと等の課題が

示されていた。また現地での連携機関が少ない状況を踏ま

えると，現在ではそれほど高くない本研究所へのニーズ

は，今後増えていくことが予想される。さらに障害のある

子どもの入学・転学に関する問い合わせや相談の窓口を管

理職が対応していることから，日本人学校の管理職には障

害や教育相談に関する基本的な知識のある人が望ましく，

その研修の実施が必要とされる。

　本調査とは深く関わらないが，障害児に関する指導以外

に，日本人学校では，日本語の習得や学力に関すること，

社会性や生活習慣に関すること，在籍期間が短い等の課題

が挙げられていた。
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